
 

                               保健福祉部 

No.  56   

 

制 度 名 市町村地域生活支援事業 
主管課名 

障害福祉課 

自立支援 G 

問合せ先 029-301-3363 

目的・趣旨 

障害者が、その有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活や社会生活

を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な形態に

よる事業を効率的・効果的に実施し、障害者の福祉の増進を図る。 

〔対象団体〕 

 市町村 

 

〔対象事業〕 

①必須事業（10事業） 

   理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支援事業、成年後見制度利用

支援事業、成年後見制度法人後見支援事業、意志疎通支援事業、日常生活用具給付等

事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援センター機能強化事業 

 ②任意事業 

   訪問入浴サービス、日中における一時的な見守り等日常生活支援、レクリエーショ

ン活動等支援等社会参加支援、就業・就労支援等 

 ③地域生活支援促進事業 

   障害者虐待防止対策支援事業、成年後見制度普及啓発事業等 

 

〔補助要件等〕 

 国及び県が定める地域生活支援事業費等補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付

要綱（以下「交付要綱」という。）による 

 

〔対象経費〕 

 交付要綱中の別表に定める種目ごとの対象経費 

 

〔補助限度額等〕 

 厚生労働大臣が定める基準によって毎年度算定した額 

 

〔経費負担割合〕 

区   分 国 県 市町村 その他 

 

①必須事業 

②任意事業 

③地域生活支援促進事業 
1/2以内 1/4以内 1/4 － 

〔３年度当初予算額〕 

            325,016千円 

〔３年度補助対象団体〕 

全市町村団体 

〔備考〕 

 国庫補助は直接補助 

 

 


